
歳
入
の
特
徴

　

平
成　

年
度
の
一
般
会
計
の
予
算
額
は　

２０

７１

億
５
千　

万
円
で
、
前
年
対
比　

・
４
％
の

２００

１４

増（
９
億　

万
円
増
）と
な
り
、
５
年
ぶ
り
で

２００

前
年
度
予
算
を
上
回
る
規
模
と
な
り
ま
し

た
。

　

し
か
し
、
こ
れ
は
特
殊
な
要
因
と
し
て
、

�
畜
舎
の
増
設
な
ど
の
施
設
整
備
を
行
う
国

　

の
「
畜
産
担
い
手
育
成
総
合
整
備
事
業
」

　

の
実
施　
　
　
　
　
　

７
億
６
千　

万
円

４０４

�
高
金
利
の
地
方
債（
借
金
）を
繰
り
上
げ
償

　

還
す
る
た
め
、
減
債
基
金（
借
金
の
返
済

　

の
増
加
に
備
え
て
積
み
立
て
て
い
た
町
の

　

貯
金
）を
取
り
崩
し
た
分

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１
億
７
千　

万
円

６２１

を
含
ん
で
い
る
た
め
で
、
こ
れ
ら
を
除
く
と

実
質
的
に
は
前
年
対
比
０
・
６
％
減（
３
千　
８２５

万
円
減
）の「
抑
制
型
予
算
」と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入（
町
に
入
る
お
金
）予
算

の
特
徴
は
、
国
の
方
針
で
新
た
に「
地
方
再
生

対
策
費
」
が
創
設
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
地
方

交
付
税
５
千　

万
円
の
増
を
見
込
ん
で
い
ま

５００

す
が
、
町
税
に
お
い
て
は
前
年
度
よ
り
３
千

　

万
円
の
減
と
な
る
た
め
、
一
般
財
源（
町
が

７４８自
由
に
使
え
る
お
金
）と
し
て
は
横
ば
い
傾

向
で
あ
り
、
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い

ま
す
。

　

一
方
、
歳
出（
町
で
使
う
お
金
）で
は
、
昨

年
度
か
ら
導
入
し
た
、
予
算
枠
を
各
課
単
位

に
配
分
す
る
「
予
算
枠
配
分
方
式
」
を
強
化

徹
底
し
、「
選
択
と
集
中
」
に
よ
り
各
事
務
事

業
の
評
価
や
点
検
を
行
い
、
一
層
の
効
率
化

を
図
り
ま
し
た
。

　

そ
の
中
で
主
な
新
規
事
業
と
し
て
、

�
４
月
か
ら
新
し
く
始
ま
っ
た
「
後
期
高
齢

　

者
医
療
制
度
に
対
す
る
給
付
費
」

�
町
立
病
院
の
経
営
安
定
対
策
と
し
て
「
療

　

養
型
病
床
を
小
規
模
老
人
保
健
施
設
に
転

　

換
す
る
た
め
の
整
備
に
対
す
る
出
資
等
」

�
「
高
金
利
の
地
方
債
の
繰
り
上
げ
償
還
」

�
上
富
良
野
小
学
校
「
教
育
用
コ
ン
ピ
ュ
ー

　

タ
整
備
」

�
学
校
に
対
す
る
指
導
・
助
言
及
び
学
校
・

　

家
庭
・
地
域
と
の
連
携
強
化
の
た
め
「
学

　

校
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
設
置
」

�
「
ス
ク
ー
ル
バ
ス
の
更
新（
２
台
）」

�
「
富
町
団
地
町
営
住
宅
整
備（
１
棟　

戸
）」

１０

な
ど
を
実
施
し
ま
す
。

　

ま
た
、
町
長
の
政
策
判
断
の
も
と
予
算
化

で
き
る
「
政
策
調
整
枠
」
事
業（
７
ペ
ー
ジ
左

上
表
参
照
）と
し
て
、
一
時
保
育
事
業
の
実
施

や
妊
婦
健
康
診
査
の
公
費
負
担
拡
充
及
び
指

導
体
制
の
強
化
な
ど
真
に
必
要
な
子
育
て
支

援
策
の
充
実
等
に
財
源
を
充
て
て
い
ま
す
。

　

予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
歳
入
に
見

合
っ
た
歳
出
構
造
へ
の
転
換
と
い
う
目
標
の

達
成
に
向
け
て
取
り
組
ん
だ
結
果
、
各
課
に

お
い
て
主
体
的
な
判
断
の
も
と
枠
配
分
予
算

の
目
標
を
達
成
す
る
と
と
も
に
、
人
件
費
の

削
減
に
つ
い
て
も
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
各
基
金（
貯
金
）の
取
り

崩
し
額
は
高
金
利
地
方
債
の
繰
り
上
げ
償
還

の
財
源
に
充
て
る
減
債
基
金
１
億
７
千　

万
６２１

円
を
除
く
と
、
特
定
の
事
業
実
施
の
た
め
に

活
用
す
る
各
目
的
基
金
か
ら
の
２
千　

万
円

６１６

を
取
り
崩
す
こ
と
に
と
ど
め
、
基
金
に
依
存

し
な
い
財
政
運
営
を
図
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。（
６
ペ
ー
ジ
右
下
表
参
照
）

　

ま
た
、
本
年
度
実
施
す
る
富
町
団
地
町
営

住
宅
整
備
事
業
で
は
、
そ
の
財
源
と
し
て
借

り
入
れ
る
地
方
債
の
額
を
５
千　

万
円
程
度

１００

抑
制
し
、
高
金
利
の
地
方
債
の
繰
り
上
げ
償

還
及
び
借
り
換
え
と
合
わ
せ
て
、
将
来
へ
の

財
政
負
担
の
軽
減
を
図
り
ま
し
た
。

　

国
に
お
い
て
は
、「
骨
太
方
針
２
０
０
７
」

に
よ
る
歳
入
歳
出
一
体
改
革
の
中
で
、
地
方

財
政
の
全
体
的
な
動
向
は
抑
制
の
方
向
に
あ

平
成
平
成　

年
度
は

年
度
は

２０２０

「
抑
制
型
予
算
」

「
抑
制
型
予
算
」

　
　
　
　
　

そ
の
中
身
は
…

そ
の
中
身
は
…

効果見込み額繰り上げ償還
予定額会計名

１,４０４万円８,７０２万円一般会計

２５７万円１,０３９万円簡易水道事業

２億３,３２８万円８億    ５７万円公共下水道事業

１億３,２８２万円３億９,９６６万円水道事業

４８６万円５,１４０万円病院事業

３億８,７５７万円１３億４,９０４万円合　計

繰り上げ償還による効果額
[平成１９年度～平成２１年度まで３年間]

る
た
め
、
今
後
と
も
厳
し
い
財
政
状
況
が
続

く
も
の
と
予
測
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
自
治
体

財
政
健
全
化
法
が
成
立
し
、
平
成　

年
度
の

２０

決
算
か
ら
施
行
さ
れ
ま
す
の
で
、
本
町
に
お

い
て
も
常
に
危
機
感
を
も
っ
て
、
引
き
続
き

健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き
ま
す
の

で
、
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

な
ぜ
、
金
利
の
高
い
地
方
債（
借
金
）を
今
ま
で

繰
り
上
げ
償
還
せ
ず
に
い
た
の
で
す
か
？

　

こ
れ
ま
で
は
、
国
な
ど
か
ら
借
り
て
い
る
公

的
資
金（
借
金
）の
繰
り
上
げ
償
還
を
す
る
に

は
、
今
後
支
払
う
べ
き
利
子
の
相
当
分
を
補
償

金
と
し
て
支
払
わ
な
け
れ
ば
許
可
さ
れ
ま
せ
ん

で
し
た
。

　

し
か
し
、
平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま

１９

２１

で
の
３
年
間
は
特
例
措
置
と
し
て
、
高
金
利

（
年
利
５
％
以
上
）の
公
的
資
金
の
繰
り
上
げ
償

還
に
は
補
償
金
が
免
除
さ
れ
る
制
度
が
作
ら
れ

た
の
で
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
町
は
こ
の
制
度
を

利
用
し
て
、
繰
り
上
げ
償
還
や
低
金
利
な
資
金

へ
の
借
り
換
え
を
行
い
、
将
来
の
負
担
軽
減
を

図
り
ま
す
。

繰
り
上
げ
償
還
な
ど
で
将
来

の
負
担
の
軽
減
を
図
り
ま
す

歳
出
の
特
徴

前
年
よ
り　

・
４
％
増　

し
か
し

１４

実
質
は
前
年
よ
り
０
・
６
％
の
減

広報かみふらの ２００８.４   �



見直し予定額項　　　　　　　目

４７０万円
�新議員定数１４人体制への組み替え
�議会の各委員会研修等の見直し
�国民保護協議会の開催方法の見直し

行政委員会・附属
機関等の見直し

５,１００万円

�職員定数適正化計画に基づく職員数の削減　２０８人�２０４人
�地域給導入に伴う現給補償制度の見直し
�技能労務職の給与見直し
�時間外勤務手当の総額抑制
�定数外職員賃金の見直し

人件費の抑制

８６０万円

�交際費・食糧費・通信運搬費・消耗品費等の縮減
�施設管理委託経費等の見直し（積算基準の見直し、長期継続契約の拡大等）
�私用車の公用利用の制度化
�公用車両の台数削減
�道路管理、除排雪業務の手法の見直し

経常経費の見直し

８５０万円

�地域福祉推進事業　�　社会福祉協議会補助へ移行
�町観光ホームページ管理運営　�　かみふらの十勝岳観光協会運営補助へ移行
�Ｂ＆Ｇ体験航海派遣事業補助　�　全額自己負担へ
�補助効果達成による廃止
　�児童入所委託施設運営補助
�縮減
　�職員互助会補助　　　�労働者団体育成補助　　　　�奨励作物振興事業補助
　�商工振興事業補助　　�私立幼稚園特別活動補助　　�子ども会育成協議会補助
　�自主企画芸術鑑賞事業補助　　�スポーツ教室開催補助
　�スポーツ指導者養成補助　　　�学校給食会運営費補助
　�介護保険在宅サービス利用負担軽減補助など
�負担金の見直し

補助金等の見直し

�収納環境の整備　�　納期回数の増収納対策の強化

�高金利地方債の繰り上げ償還
�起債発行額の抑制

財政運営の改善

平成１９年度の行財政改革の成果については、広報かみふらの７月号でお知らせします。

現行財政改革実施計画は、平成２０年度で最終年度を迎えました。
計画に掲げた目標の達成に向けて、本年度においても様々な見直し改善を進めていきます。
平成２０年度予算は、これらを反映しながら編成されており、行財政改革による見直し予定額は総額で７,２８０万円となっています。

平成２０年度行財政改革の主な内容平成２０年度行財政改革の主な内容

判断基準上富良野町
の数値４つの指標

１５％以上は早期健全化団体
２０％以上は財政再生団体

0%実質赤字比率
【普通会計の赤字の割合】

２０％以上は早期健全化団体
３０％以上は財政再生団体

0%連結実質赤字比率
【特別会計・企業会計を含めたすべての会計
　の赤字総額の割合】

２５％以上は早期健全化団体
３５％以上は財政再生団体１６.９％

実質公債費比率
【特別会計・企業会計を含めたすべての会計
　の地方債(借金)の実償還額(返済額)の割合】

３５０％以上は早期健全化団体１４７.１％将来負担比率
【町が将来負担すべき実質的な負債の割合】◎

◎

�「早期健全化団体」は黄信号
　　　財政健全化に向けた計画を町が自ら作ります。ただし、健全化が困難になりそうなときは国や道が必要な勧告を行います。
�「財政再生団体」は赤信号　
　　　国の管理の下で再建に取り組みます。町は財政再生に向けた計画を作りますが、これには国の同意が必要です。財政の運　
　　営には厳しい制限が設けられます。

上富良野町は大丈夫？　　�平成１８年度決算の数値で試算�

財政健全化判断新基準財政健全化判断新基準
　自治体財政健全化法が制定され、平
成２０年度決算から適用されます。
　健全化を判断するための４つの指標
のうち、１つでも基準値を超えた場合、
再生計画等を策定し、赤字解消に向け
た厳しい対応が求められることから、
健全な財政の維持は極めて重要となり
ます。
 　本町の数値は、平成１８年度決算額で
試算すると右表のとおり健全といえま
すが、油断はできません。

�一部算定方法が未確定のため、数値が変動する場合があります。

◎
◎
【2.4％の黒字】

【９.９％の黒字】

�  広報かみふらの ２００８.４




